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ゲーム依存症に係る関係府省庁の取組 

１．予防・啓発 

 （課題）ゲーム依存症に関する認識の向上・正しい知識の啓発。業界の取組との連携。 

これまでの取組 今後の取組予定 

厚労省 ○依存症に関する正しい知識、理解の促進 

・厚生労働省、依存症対策全国センターのホームページに

おいて、依存症についての情報提供を実施 

・依存症の理解を深めるための普及啓発イベント・フォー

ラム等の実施 

・リーフレット、ポスター等を通じた普及啓発の実施 

厚労省 ○引き続き、ホームページ、パンフレット、フォーラム等を

通して、ゲーム依存症をはじめとする依存症に関する正

しい知識、理解の促進を図る。 

・依存症対策全国センターＨＰにおいて依存症に関する 

簡易な e-learning の提供（２月中目処） 

・3 月 7 日に、国際ギャンブル・ネット依存フォーラムを

開催し、ゲーム依存症に関する海外事例等も共有（依存

症対策全国拠点機関設置運営事業） 

・3 月 15 日に、ゲーム依存症等をテーマとする普及啓発

シンポジウムを開催（文部科学省連携事業） 

資料３ 
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文科省 ○ギャンブル等依存症などの予防に関する教師向け指導参

考資料を作成 

・新しい学習指導要領及び解説において、精神疾患に関 

する学習の中でギャンブル等依存症も含めた依存症に

ついて取り扱うことになったことを踏まえ、その理解を

深めるために作成した教師用指導参考資料の中に「ゲー

ム障害」も盛り込んだ。＜平成 30 年度～＞ 

文科省 ○ギャンブル等依存症などの予防に関する子供向け啓発資

料を作成 

・教師用指導参考資料を踏まえつつ、主に高校生を対象と

した子供向け啓発資料を作成中。＜令和元年度＞ 

文科省 ○オンラインゲームを含むネット依存傾向の子供たちを対

象とした宿泊体験事業や、青少年やその保護者等を対象と

した地域における依存症予防教室の支援を実施。 

○ゲームを含むネット利用に関する保護者向け情報モラル

教材を作成。＜平成 27 年度～＞ 

○情報モラルに関する指導の充実を図るための教師用資料

等を作成＜平成 25 年度～＞ 

・ネットゲームをテーマにした動画を含む、情報モラル 

に関する指導の充実を図るための教師用指導資料等の

作成及び教育委員会等への配布を行った。 

文科省 ○引き続き、オンラインゲームを含むネット依存傾向の子

供たちを対象とした宿泊体験事業や、青少年やその保護

者等を対象とした地域における依存症予防教室の支援を

実施。 
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内閣府 〇乳幼児の保護者向けの啓発用リーフレットの作成（「スマ

ホ時代の子育て 悩める保護者のための Q&A 乳幼児

編」） 

・乳幼児に保護者のスマートフォン等を見せる場合の心構

えやルール作り、ゲームソフトのレーティング（年齢区

分）の確認など、スマートフォンやゲームの適切な利用

を保護者に促すためのリーフレットを作成。関係省庁や

都道府県、指定都市、関係団体に配布。 

内閣府 〇幼児・児童の保護者向けの啓発用リーフレットの作成

（「スマホ時代の子育て 悩める保護者のための Q&A 

幼児・児童編」） 

 ・ペアレンタルコントロール機能（ゲームのプレイ時間の

調整・制限、課金等の管理）の活用やゲームソフトのレ

ーティング（年齢区分）の確認など、青少年によるゲー

ム機等の利用の適切な管理を保護者に促すためのリー

フレットを作成。令和 2 年２月～５月に実施する「春

のあんしんネット・新学期一斉行動」や７月の「青少年

の非行・被害防止全国強調月間」、シンポジウム、地方

で開催するフォーラム等で配布する予定。 

厚労省 ○内閣府作成の低年齢層の子供の保護者向け広報啓発用リ

ーフレット「スマホ時代の子育て 悩める保護者のための

Q&A 乳幼児編」を自治体及び関係団体を通じて、保育所、

児童館等の子育て支援関係施設に周知（平成 30 年２月 20 

日事務連絡）。 

厚労省 ○本年度中に「幼児・児童編」として新たに内閣府で作成さ

れた広報啓発用リーフレットを周知予定。 
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経産省 ○業界の自主的取組と連携し、普及啓発等を実施。 

（参考）業界の主な自主的取組 

・ペアレンタルコントロールのゲーム機への実装・普及啓

発 

・ガイドライン（利用時間等について保護者と相談して決

めるようゲーム内に表示する等）の策定 

・消費者センターからの問い合わせのホットライン開設等 

経産省 ○引き続き、業界の自主的取組と連携し、普及啓発等を実

施。 

消費者庁 〇消費者庁公式ウェブサイト内に、オンラインゲームに関連

する注意喚起用の特設ページ※（オンラインゲームを楽し

む際には、家庭内であらかじめルールを設定しましょう。

～オンラインゲームのやりすぎには注意すべきことが潜

んでいます。～）を開設し、キャリア決済に関連する事項

についての注意喚起を実施。＜令和元年７月＞ 

 

※ 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy

/caution/caution_022/ 

消費者庁 〇ゲーム依存症対策関係者連絡会議での議論等を踏まえ、

当該ページの内容の見直しを行うとともに、家族等の周

囲の方々の理解促進の観点も念頭に置いて、消費者向け

の新たな啓発用資料を作成・公表。＜令和２年度以降＞ 
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２．早期発見・相談支援 

 （課題）ゲーム依存症に関する相談先の周知、適切な相談対応の実施 

これまでの取組 今後の取組予定 

厚労省 ○本人や家族等に対する相談支援 

・精神保健福祉センターや保健所において、ゲーム依存症

をはじめとする依存症についての相談を受け付けてい

る。 

・本年度から衛生行政報告例、地域保健・健康増進事業報

告においてゲーム依存症に関する相談件数の把握を開

始。 

・各都道府県、政令市等の依存症に係る相談窓口について、

依存症対策全国センターホームページ等で周知を図っ

ている。 

○ゲーム依存症に対応できる相談従事者の育成 

・児童保健・児童福祉関係者を対象に、ゲーム依存症の内

容を含む、思春期精神保健対策医療従事者専門研修を実

施。（厚生労働省思春期精神保健研修事業） 

 

厚労省 ○ゲーム依存症に適切に対応できる相談従事者の育成 

・精神保健福祉センターや保健所の相談対応職員に対す

る、ゲーム依存症に関する研修の実施（依存症対策全国

拠点機関設置運営事業） 

※今年度は 2 月 20 日、21 日に実施予定 

○ゲーム依存症の相談マニュアルの作成 

・相談対応に従事する者が、適切にゲーム依存症の相談に

対応できるよう相談対応に従事する者が参考とするマ

ニュアルを作成する。＜令和２年度～＞ 
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消費者庁 ○ギャンブル等依存症対策の一環として作成した消費生活

相談員向けの対応マニュアルの公表に際し、地域の関係機

関の了解が得られるようであれば、ギャンブル等以外で

の、のめり込みではないかと見受けられる状況に活用する

ことも考えられる旨、各都道府県に通知。＜平成 31 年３

月＞ 

消費者庁 〇ゲーム依存症対策関係者連絡会議での議論等を踏まえ、

ゲーム依存症に陥っていることが疑われる方やその御家

族から寄せられる消費生活相談対応の円滑化を図ること

ができるよう、マニュアルを整備＜令和２年度以降＞。 

〇マニュアルの整備後、国民生活センターで実施される消

費生活相談員向けの研修において普及。 

 

３．治療・支援 

 （課題）適切に対応できる医療機関の整備。ゲーム依存に対応した支援プログラム等の開発 

これまでの取組 今後の取組予定 

厚労省 ○ゲーム依存症に対応できる医療機関従事者の育成 

・国立病院機構久里浜医療センターにおいて、医療機関に

従事する者に対して、ゲーム依存症に関する研修を実

施。（※国立病院機構久里浜医療センターの独自事業） 

 

厚労省 ○ゲーム依存症に対応できる医療従事者の育成 

・医師をはじめとする医療従事者に対して、ゲーム依存症

に関する研修を実施する。（依存症対策総合支援事業・

依存症対策全国拠点機関設置運営事業）＜令和２年度

～＞ 

○ゲーム依存症の治療ガイドラインの作成 

・効果的な治療を実施できるようゲーム依存症に関する

治療ガイドラインを作成する。＜令和 2 年度～＞ 

○ゲーム依存症の回復プログラムの作成 

・医療機関・精神保健福祉センター等で実施する回復プロ

グラムの開発を行う。＜令和２年度～＞ 
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４．調査研究 

 （課題）効果的な対策の実施に向けたさらなる知見の蓄積 

これまでの取組 今後の取組予定 

厚労省 ○ゲーム依存症に関する実態把握 

・国立病院機構久里浜医療センターにおいて、10～20 代

を対象に調査を実施し、昨年 11 月に結果を公表。（依

存症に関する調査研究事業） 

 

 

 

 

 

 

厚労省 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ゲーム依存症に関する実態把握 

・国立病院機構久里浜医療センターにおいて、全年齢層 

対象の実態調査を実施（依存症に関する調査研究事業）

＜令和元年度＞ 

〇ゲーム依存症に関する知見の収集 

・諸外国におけるゲーム依存症対策の事例収集等 

○ゲーム依存症の相談マニュアルの作成（再掲） 

・相談対応に従事する者が、適切にゲーム依存症の相談 

に対応できるよう相談対応に従事する者が参考とする

マニュアルを作成する。＜令和２年度～＞ 

○ゲーム依存症の回復プログラムの作成（再掲） 

・医療機関・精神保健福祉センター等で実施する回復プロ

グラムの 開発を行う＜令和２年度～＞ 

○ゲーム依存症の治療ガイドラインの作成（再掲） 

・効果的な治療を実施できるようゲーム依存症に関する 

治療ガイドラインの策定を行う。＜令和２年度～＞ 
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ゲーム依存症について

○ゲーム依存症は、持続的、反復的にゲームをすることにより、
・ゲームに関する行動（頻度、開始・終了時間、強度など）がコントロールできない
・ゲーム優先の生活となり、それ以外の楽しみや日常活動に使う時間が減る
・健康、家庭、学業や職場で明らかな問題が起きているにもかかわらずゲームがやめ

られない
等が特徴的な症状であり、社会生活や日常生活に重大な支障をもたらすものである。

国際疾病分類第11版 「ICD-11」 （ゲーム障害） ※2019年5月28日のWHO総会の本会議で正式決定

第６章 精神、行動又は神経発達の障害
└ 物質使用及び行動嗜癖による障害

└ 行動嗜癖による障害
└ 6C51 ゲーム障害

○ ゲーム障害は、オンライン（インターネット上）またはオフラインの持続的または反復的なゲーム行動（「デ
ジタルゲーム」または「ビデオゲーム」）のパターンによって特徴付けられ、

１）ゲームのコントロール障害（開始、頻度、強度、時間、終了、前後関係）。
２）ゲームが他の生活上の関心および日常活動よりも優先される程度にゲームの優先度が高まること。
３）ネガティブな結果が生じているにもかかわらず、ゲームを続けるまたはエスカレートさせること。

○ その行動パターンは、個人的、家庭的、社会的、学業、仕事または生活機能における他の重要な領域に重大な
支障をもたらすほどの重症度である。

○ ゲーム行動のパターンは、連続的または一時的且つ反復的であり得る。診断を割り当てるためには、通常12ヶ
月以上、ゲーム行動およびその他の特徴が明らかであることを要するが、すべての診断項目が満たされ、症状が重
度であれば、必要な期間が短縮される可能性もある。 1



ICD-10とICD-11＜依存症関連＞

ICD-10 ICD-11

第５章 精神及び行動の障害

F1精神作用物質使用による精神及び行動の障害
F10 アルコール使用による精神及び行動の障害
F12大麻類使用による精神及び行動の障害
F14 コカイン使用による精神及び行動の障害
F16 幻覚剤使用による精神及び行動の障害
F17 たばこ使用による精神及び行動の障害
- F1x.0急性中毒
- F1x.1 有害な使用
- F1x.2 依存症候群
- F1x.3 離脱状態
- F1x.4 せん妄を伴う離脱状態
- F1x.5精神病性障害
- F1x.6 健忘症候群
- F1x.7 残遺性及び遅発性精神病性障害

F6 成人のパーソナリティ及び行動の障害
F63 習慣及び行動の障害
- F63.0 病的賭博
- F63.8 他の習慣及び衝動の障害

第６章 精神、行動又は神経発達の障害

物質使用及び行動嗜癖による障害
物質使用による障害

6C40 アルコール使用障害
- 6C40.2 アルコール依存症
- 6C40.3 急性アルコール中毒
- 6C40.4 アルコール離脱症候群
- 6C40.5 アルコール離脱せん妄
- 6C40.6 アルコール精神病性障害
- 6C40.7他のアルコール誘発性障害

-6C40.70 アルコール誘発性気分障害
-6C40.71 アルコール誘発性不安障害

6C46 アンフェタミン、メタンフェタミン及びメトカチノンを含む
精神刺激物質による障害

6C4A ニコチン使用による障害
- 6C4A.2 ニコチン依存症

行動嗜癖による障害
6C50 ギャンブル障害
- 6C50.0 ギャンブル障害、主にオフライン
- 6C50.1 ギャンブル障害、主にオンライン
- 6C50.Z ギャンブル障害、特定不能
6C51 ゲーム障害
- 6C51.0ゲーム障害、主にオンライン
- 6C51.1 ゲーム障害、主にオフライン
- 6C51.Z ゲーム障害 特定不能
6C5Y他の特異的な行動嗜癖による障害
6C5Z行動嗜癖による障害、特定不能

2



○治療や相談、生活支援に
係る地域の指導者を養成

○回復施設職員への研修

○情報収集、分析、発信

○普及啓発

○依存症に関する調査

依存症対策の全体像（厚生労働省）

国 47都道府県・20指定都市

補助

行
政
・福
祉
・司
法

等
関
係
機
関

国
民

医療
提供

医
療
機
関

早期
発見
＆

支援

地域支援ネットワークの構築

補助

相談支援・普及啓発等

研
修
＆
情
報
発
信

専門医療の提供

設
置

選
定

民間団体

委託

研修
＆

連携

補
助

＊依存症の相談拠点
（精神保健福祉センター等）
○依存症相談員の配置、窓口の普及啓発

○関係機関との連携

○家族支援、治療回復プログラムの実施

＊依存症の専門医療機関・治療拠点機関
○依存症に係る研修を修了した医師の配置

○関係機関との連携

○地域の医療機関への研修や情報発信

自助グループ等民間団体（地域）

医
療
体
制

相
談
体
制

全国拠点機関
（独立行政法人国立病院機
構久里浜医療センター）

⑥依存症に関する普及啓発事業

①依存症対策全国拠点機関
設置運営事業

②依存症対策総合支援事業

依存症の正しい理解の普及啓発

⑤依存症に関する調査研究事業

自助グループ等
民間団体
（全国規模）

相談支援・普及啓発等

相談支援・家族支援等

③依存症民間団体支援事業

④地域生活支援促進事業
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依存症対策全国拠点機関（久里浜医療センター）において、アルコール、薬物、ギャンブル等に対応した相談・治療
等における指導者の養成やゲーム障害に対応できる人材の養成等を実施するための体制や機能を強化する。

全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 ０．８億円 → １．１億円

都道府県・指定都市等において、人材育成や依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の選定等による医療体制や
相談体制の整備を推進するとともに、地域の関係機関が参画する包括的な連携協力体制の構築、専門医療機関や治療拠
点機関等と精神科救急医療施設等との連携体制の構築など、地域の医療・相談支援体制の整備を推進する。

地域における依存症の支援体制の整備 ５．１億円 →    ５．１億円

依存症者や家族等が地域の治療や支援につながるよう、依存症に関する正しい知識と理解を広めるための普及啓発を
実施する。

依存症に関する普及啓発の実施 ０．９億円 → ０．８億円

地域で依存症関連問題に取り組む民間団体の支援を行う。

アルコール・薬物・ギャンブル等の民間団体支援

依存症の実態解明等に関する調査に加え、ギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づいた実態調査を実施する。

依存症に関する調査研究事業 ０．９億円 → ２．０億円

依存症者や家族等を対象とした相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体の支援を拡充する。

依存症民間団体支援 ０．３億円 → ０．４億円

【厚生労働省】
依存症対策の推進にかかる

令和2年度予算案

＜令和元年度予算＞ ＜令和２年度予算案＞

8.1億円 → 9.3億円（＋1.3億円）
＋地域生活支援事業等 ＋地域生活支援事業等

４９５億円の内数 ５０５億円の内数

地域生活支援促進事業等 地域生活支援促進事業等
４９５億円の内数 → ５０５億円の内数
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□依存症の理解を深めるための普及啓発事業

①依存症の理解を深めるための普及啓発イベント

（仙台・福岡イベント）

日時：2019年11月4日（振休・祝）場所：AER（アエル）２Fアトリウム（仙台市）

2020年1月26日（日）場所：福岡三越 ライオン広場（福岡市）

出演者：高知東生（俳優）、神宿（原宿発アイドル）、依存症理解啓発サポーター 古坂大魔王、

松本俊彦（ＮＣＮＰ)、田中紀子（公社ギャンブル依存症問題を考える会）他

（東京イベント）

日時：2020年３月１日（日）場所：神田明神ホール（東京都千代田区）

出演者：高知東生（俳優）、森重樹一（ZIGGY）、杉田あきひろ（第９代目うたのおにいさん）、

神宿（原宿発アイドル）、松本俊彦（ＮＣＮＰ)、田中紀子（公社ギャンブル依存症問題

を考える会）他

②特設WEBサイト、ＳＮＳを活用した情報発信

◆特設WEBサイト(厚労省依存症対策HPよりアクセス可）を開設し、イベント開催、マンガ、動画等により

依存症に関する正しい知識を啓発。Twitter：依存症なび(https://twitter.com/izonshonavi）

◆コンテンツ配信：依存症に関する正しい理解の促進のためのマンガ、動画を特設WEBサイトで配信。

③依存症の理解を深めるための普及啓発シンポジウム
日時：2020年３月15日（日）13:00 ～ 17:00 場所：日本橋ホール（東京都中央区）

□その他

依存症の理解を深めるための普及啓発リーフレット

相談窓口として、各種民間団体（自助グループ・支援団体）の連絡先を掲載。

令和元年度（2019年度） 依存症の理解を深めるための普及啓発

○ アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症は、適切な治療とその後の支援によって、回復可能な疾患。
○ その一方で、依存症に関する正しい知識と理解が得られていない上、依存症への偏見、差別もあり、依存症の方やその家族が適
切な治療や支援に結びついていないという課題がある。

○ こうした課題の解決に向けての取組として、イベントやSNSをはじめとする各種媒体で情報発信を進める。

■依存症啓発漫画
三森みささんが、依存症をテーマ
にした啓発内容の漫画を制作。

■依存症啓発動画
YouTuberとしても活躍するお笑い芸人

（せやろがいおじさん）が「依存症に対す

る偏見について物申す」動画を制作。

特設WEBサイト
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保健所・精神保健福祉センターでの相談業務

１．保健所（全国472カ所、医師（精神科診療経験を有する者。）、精神保

健福祉士、臨床心理技術者、保健師、看護師、などを配置）

・本人・家族等に、面接・電話等により、保健師・精神保健福祉士等の専門職

が相談を行う。

・医師による相談の時間も設けられていることが多い。

・相談内容：心の健康相談、診療を受けるにあたっての相談、社会復帰相談、

アルコール、思春期、青年期、認知症等

２．精神保健福祉センター（全国69カ所、医師（精神科診療経験を有する

者。）、精神保健福祉士、臨床心理技術者、保健師

看護師、などを配置）

・精神保健及び精神障害者福祉に関する相談及び指導のうち、複雑又は困難な

ものを行う。

・相談内容：（一般相談）心の健康相談、精神医療に関する相談、社会復帰
相談など

（特定相談）アルコール、薬物、思春期、認知症に関する相談

平成31年4月1日現在
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依存症対策ポータルサイト （https://www.ncasa-japan.jp/）
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依存症対策ポータルサイト内
相談窓口・医療機関検索マップ
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思春期精神保健対策医療従事者専門研修
※国立国際医療研究センター国府台病院HPより抜粋
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ネット・ゲーム依存の相談対応に関する研修
※依存症対策全国センターHPより抜粋
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ゲーム障害に関する実態調査について

○厚生労働省の補助事業として国立病院機構久里浜医療センターにおいて実施された、若年層に対するアン
ケート調査の結果が取りまとめられたもの

・実施主体：国立病院機構久里浜医療センター
・調査名「ネット・ゲーム使用と生活習慣についてのアンケート」
・調査回答者数：全国の10～29歳の5,096名

○若年層におけるゲーム使用の実態や、ゲーム使用が日常生活等に与える影響などについて把握

調査の概要

○過去12ヶ月間に、85.0％（男性92.6％、女性77.4％）がゲームをしていた。
○ゲームをする機器は、男女とも「スマートフォン」（80.7％）が最も多く、次いで「据え置き型ゲー

ム」（48.3％）であった。
○ゲームをする場所は、男女とも「自宅」（97.6％）が最も多く、次いで「移動中」（32.5％）であった。

○平日における１日当たりのゲーム時間は、
・男性では、「１時間未満」が26.0％、「１時間以上２時間未満」が30.4％、「２時間以上３時間未

満」が18.9％、「３時間以上」が24.6％（うち「６時間以上」は3.7％）
・女性では、「１時間未満」が57.1％、「１時間以上２時間未満」が23.1％、「２時間以上３時間未

満」が9.3％、「３時間以上」が10.4％（うち「６時間以上」は1.6％）

○ゲーム時間が長くなるにしたがって、以下の項目で「はい」と回答した割合が高い傾向がみられた。
・「ゲームを止めなければいけない時に、しばしばゲームを止められませんでしたか。」
・「ゲームのために、スポーツ、趣味、友達や親せきと会うなどといった大切な活動に対する興味が著し

く下がったと思いますか。」
・「ゲームのために、学業に悪影響がでたり、仕事を危うくしたり失ったりしても、ゲームを続けました

か。」

主な調査結果

11



ネット・ゲーム使用と生活習慣に関する実態調査

※国立病院機構久里浜医療センターHPより
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○ 令和元年７月４日、消費者庁においては、オンラインゲームに関連する決済での高額の請求について
の消費者トラブルに係る注意喚起等のため、消費者庁ウェブサイト内に特設ページを開設。
「ネット・ゲーム使用と生活習慣についてのアンケート調査」（於：久里浜医療センター）の結果概要など
へもリンクを設定。
〇 併せて、「消費者行政かわら版」を用いて、不定期に注意喚起を実施。
〇 国民生活センターにおいても、不定期に注意喚起を実施。

《消費者庁による注意喚起事例》

【参考資料】消費者庁の対応状況（予防・啓発関係）

《国民生活センターによる注意喚起事例》
「子どもサポート情報 第146号」

【令和元年８月６日公表】
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【令和元年10月15日公表】
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学校におけるギャンブル等依存症などの予防に関する教育について

【高等学校学習指導要領解説（抄）】
ア 知識
(ｵ) 精神疾患の予防と回復
㋐ 精神疾患の特徴

精神疾患は，精神機能の基盤となる心理的，生物的，または社会的な機能
の障害などが原因となり，認知，情動，行動などの不調により，精神活動が不
全になった状態であることを理解できるようにする。

また，うつ病，統合失調症，不安症，摂食障害などを適宜取り上げ，誰もが
り患しうること，若年で発症する疾患が多いこと，適切な対処により回復し生活
の質の向上が可能であることなどを理解できるようにする。

その際，アルコール，薬物などの物質への依存症に加えて，ギャンブル等
への過剰な参加は習慣化すると嗜癖(しへき)行動になる危険性があり，日常
生活にも悪影響を及ぼすことに触れるようにする。

【保健体育】
〔保 健〕
２ 内容
(1) 現代社会と健康について，自他や社会の課題を発見し，その解決を目指

した活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。
ア 現代社会と健康について理解を深めること。
(ｵ) 精神疾患の予防と回復

精神疾患の予防と回復には，運動，食事，休養及び睡眠の調和の
とれた生活を実践するとともに，心身の不調に気付くことが重要であること。
また，疾病の早期発見及び社会的な対策が必要であること。

生徒の心と体を守るための指導参考資料
『「ギャンブル等依存症」などを予防するために』

（平成３１年３月 文部科学省）
・目 的：ギャンブル等依存症を含む依存症に関する

指導を行うため。
・主な対象：高等学校等教職員
・内 容
１「依存症」とは
①依存症
②行動嗜癖を生み出す要因
③やめられなくなる脳の仕組み
④行動嗜癖が及ぼす影響
⑤行動嗜癖の疾患としての位置付け

２嗜癖行動について
①ギャンブル等
②ゲーム

３行動嗜癖への対応
①学校における教育
②家庭との連携
③相談機関・専門医療機関の活用

教師用指導参考資料を踏まえつつ、主に高校生を対象とした
子供向け啓発資料を令和元年度中に作成。

ギャンブル等依存症対策推進基本計画（平成３１年４月１９日閣議決定） 「５ 学校教育における指導の充実」

【目標と具体的取組】
文部科学省は、新たに精神疾患を取り上げることとした新高等学校学習指導要領の平成34 年度からの実施に向けて、精神疾患の一つとしてギャンブル等も

含めた依存症を取り上げることとした新高等学校学習指導要領解説に基づき、以下の取組を推進。
○ 平成31 年度以降、各種研修会等で、全国の学校体育担当指導主事等に対し、新高等学校学習指導要領を周知。
○ 平成31 年度以降、学校教育において依存症に関する指導を行うことを目的に作成した教師用指導参考資料を周知し、その活用を促進。
○ 平成31 年度中に、発達段階に応じた子供向け啓発資料を作成。

新高等学校学習指導要領（平成３０年３月公示）における記載例 教師向け指導参考資料

子供向け啓発資料
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第１部 保健体育編 第２章 保健体育科の目標及び内容 第２節 各科目の目標及び内容
「保健」 ３ 内容 （1）現代社会と健康 ア 知識

(ｵ)精神疾患の予防と回復
㋐ 精神疾患の特徴

精神疾患は、精神機能の基盤となる心理的，生物的，または社会的な機能の障害などが原因となり，
認知，情動，行動などの不調により，精神活動が不全になった状態であることを理解できるようにする。
（略）
その際，アルコール，薬物などの物質への依存症に加えて，ギャンブル等への過剰な参加は習慣化
すると嗜癖行動になる危険性があり，日常生活にも悪影響を及ぼすことに触れるようにする。

高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説 保健体育編・体育編

・主な対象：高等学校等教職員
・策 定：平成31年３月
・掲載URL：http://www.mext.go.jp/a_menu/

kenko/hoken/1415166.htm

１ 「依存症」とは

○物質依存と行動嗜癖

嗜癖

・ニコチン
・アルコール
・カフェイン
・鎮静作用、
興奮作用、
幻覚作用等
を有する薬物
など

物質依存

・ギャンブル等
・ゲーム
・その他

行動嗜癖

※医学的には「嗜癖」というが、一般的には「依存」と
いわれている

①ギャンブル等を楽しむ。

②だんだん物足りなくなる。

③賭け金や回数が増え、ギャンブル
等にのめり込み、自分でコントロー
ルできなくなる。

④生活面で問題が起こっ
ても、やめられない。

○ギャンブル等にのめり込むことにより
問題化するプロセス

◆健康の問題
・睡眠や食事が疎かに
なる
・身体や精神の障害
・性格の変化

◆家庭の問題
・家庭内での暴言や暴力
・家族の健康状態の悪化
・家族関係の崩壊

◆生活の問題
・仕事・学校を休みがち
・周囲からの敬遠
・失業・退学・借金

◆対人関係の悪化
・友人・知人が離れ孤立

○行動嗜癖による様々な影響

○行動嗜癖を生み出す要因
①心理的な要因（ストレスなど）
②環境的な要因（簡単に手に入れやすい、いつでも、どこでも）
③家族の要因（家庭環境等）

誰にでもなる
可能性がある！

『「ギャンブル等依存症」などを予防するために』 指導参考資料概要
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２ 嗜癖行動について

３ 行動嗜癖への対応

○「ギャンブル等依存症」とは
ギャンブル等にのめり込むことにより日常生活又は社会生活に支障が生じて
いる状態をいう。

ギャンブル等にのめり込むと、以下のような行動が見られる

(1) 興奮を得るために、使用金額を増やしてギャンブル等をする
(2) ギャンブル等をするのを中断したり、中止すると落ち着かなくなる、またはイライラする
(3) ギャンブル等をすることを制限しよう、減らそう、またはやめようとしたが成功しなかった

ことがある
(4) しばしばギャンブル等に心を奪われている
(5) 苦痛の気分の時にギャンブル等をすることが多い
(6) ギャンブル等の負けを取り戻そうとして別の日にギャンブル等をすることがある
(7) ギャンブル等へののめり込みを隠すためにウソをつく
(8) ギャンブル等によって大切な人間関係、仕事、教育、または職業上の機会を危険にさら

したり、失ってしまったりしたことがある
(9) ギャンブル等によって引き起こした絶望的な経済状態から免れるために、他人にお金

を出してくれるよう頼んだことがある

(出典：アメリカ精神医学会「精神疾患の分類と診断の手引き」 (DMS-5)に即して記載)

１ ギャンブル等 ２ ゲーム

○「ゲーム障害」について
世界保健機構（WHO）が作成する「国際疾病分類
表」 第11回改訂版（ICD-11）（最終草案）ではギャ
ンブル障害に加え、ゲーム障害（オンライン・オフラ
イン）が「物質及び嗜癖行動による障害」に位置付
けられた。

・ ゲーム使用を制限できない
・ ゲームを最優先する
・ 問題が起きてもゲームを続ける
・ ゲームにより個人や家庭、学習
や仕事などに重大な問題が生じ
ている

１ 学校における教育

 教科を通じた正しい理解

 ストレスに対する適切な対処方法を
身に付ける

 自己肯定感を高める・行動嗜癖に陥
らない生活習慣を身に付ける

☆学校教育全体を通じた指導！

２ 家庭との連携

 保護者の子供の変化への気づき
（観察・理解・相談）

 ゲームに関する家庭内ルールの
策定

 学校と家庭の連携（実態の周知
や指導への理解と協力を求める）

３ 相談機関・専門医療機関の活用

 保健所・精神保健福祉センター等
の相談機関に相談

 専門医療機関等で診断・治療
 自助グループ等民間支援団体の
支援を受ける

以下の状態が12ヶ月続く場合「ゲーム障害」に該当
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家庭や地域における取組について

家庭でのネット利用に関するルール作りを促
進するためのリーフレットや動画教材の作成

ネット依存傾向の青少年を対象とした自然
体験や宿泊体験プログラム、認知行動療法
や体験活動等のプログラムを実施。
＜取組例：国立青少年教育振興機構＞
久里浜医療センターと連携し、教育及び医学的
観点を取り入れた、モデルプログラムを実施・検証。
ネット依存傾向にある青少年（参加者13歳から

21歳 19名）を対象に
様々な体験活動や認
知行動療法の講義等
を含むキャンプを実施。

ネット依存対策推進事業保護者向け啓発教材

ネット依存やギャンブル依存等の各種依存症について、青少年
や保護者に対して地域において啓発講座を実施する「依存症予防
教室」の開催を支援。

依存症予防教育推進事業
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情報モラル教育について

◆教師用指導資料の改善・充実

『情報社会の新たな問題を考えるための教材～安全なインターネットの使い方
を考える～』
・ネット依存に関するテーマを含む動画教材を作成
・すぐに授業に活用できるようモデル指導案、ワークシート例等を添付

【情報モラル教育推進事業の目的】

○青少年がスマホ依存やトラブル対策から、インターネットを適切に活用する能力を習得することができるよう、学校教育におけるインターネットの適切な利用に関する教育の推進
を行う。
→小中高の学習指導要領の「総則」において、情報モラルを含む「情報活用能力」を「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け、教科等横断的に育成することを明記すると
ともに、以下の施策を実施。

令和元年度：小学校低学年向けのスマホマナー（電車での使用等）
(作成予定) 中高生向け著作権関係

◆情報モラル教育指導者セミナー等の実施

・行政説明,講義「体系的・組織的に取組む情報モラル教育」，

ワークショップ「指導法及びカリキュム・マネジメント等」を実施

・平成30年度は4か所（神奈川、大阪、長野、愛媛）で開催。

令和元年度：4か所開催予定（東京、神奈川、岡山、宮崎）

◆児童生徒向けリーフレットの作成・配布
『ちょっと待って！スマホ時代のキミたちへ』（小中学生用・高校生用）
・平成30年度の小学６年生全員教育委員会を通じて全学校に１部ずつ配布

令和元年度：小学校低学年用新設（ の内容） 小３全員配付
(作成予定) 小学校高学年・中学年用 小６全員配付

高校用 学校配付
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ゲーム障害に関する経済産業省の取組

• 「こども霞が関見学デー」において、業界団体と連携し、保護者向けに、安心・安全にゲームを楽し
むための普及啓発を実施。

• 業界では、①ペアレンタルコントロール機能の付加及び普及啓発、②オンラインゲーム提供企業が
遵守すべきガイドラインの整備、③安心・安全にゲームを楽しむための普及啓発活動（リーフレット
の配布等）の自主的な取組を実施している。

日時：令和元年8月7日（水）～8日（木）
場所：経済産業省 本館講堂
題目：「安心・安全にゲームを楽しむには」
内容：○各種啓発POPの展示

○啓発リーフレットの配布
〇ペアレンタルコントロール紹介動画放映
○Nintendo Switch実機でのデモ体験
○他機器の設定支援（PS４,iOS, Android）

（当日の様子）

こども霞が関見学デー 業界の主な自主的取組
①ペアレンタルコントロール機能の付加、保護者向け解説会の実施

→こども霞が関見学デー、東京ゲームショウ等の
イベントで、実際にゲームデバイスを触ってもら
いながら設定方法を解説

＜ペアレンタルコントロール紹介動画＞
https://www.youtube.com/watch?v=AVS9Dqgpo3g

②ゲーム提供企業が遵守すべき事項をまとめたガイドラインの整備

→「未成年の保護についてのガイドライン」等を通じて、
会員企業等に安心・安全なオンラインゲームの運営を徹底

③安心・安全にゲームを楽しむための普及啓発活動の実施

→ 「ゲームを安心・安全に楽しむために知ってもらいたいこと」や家庭
でのルールづくり支援に係る啓発リーフレットを作成・配布
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